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はじめに 
 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元等を

図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、経済産業省

では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２０年１０月３１日、内閣総理大臣決定）等に沿った

適切な評価を実施すべく「経済産業省技術評価指針」（平成２１年３月３１日改正）を定め、これに基づいて

研究開発の評価を実施している。 
 
今回の評価は、製錬副産物からのレアメタル回収技術開発の事前評価であり、評価に際しては、当該

研究開発事業の新たな創設に当たっての妥当性について、省外の有識者から意見を収集した。 
 
今般、当該研究開発事業に係る検討結果が事前評価報告書の原案として産業構造審議会産業技術

分科会評価小委員会（小委員長：平澤 泠 東京大学名誉教授）に付議され、内容を審議し、了承され

た。 
 
本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 
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第１章 技術に関する施策及び新規研究開発事業の概要 
 

１．技術に関する施策の概要 

 

（１）レアメタルを巡る背景 

レアメタルは、自動車、ＩＴ製品をはじめとする高付加価値・高機能製品に必須の素材であり、

その安定供給は、我が国製造業の国際競争力の維持・強化において極めて重要である。これ

らの資源の消費量は、２１世紀に入りアジアを中心に急拡大を続け、国際需給の逼迫や国際

価格の乱高下を引き起こしている。 

さらに、資源国の資源ナショナリズムの台頭や一部の国による輸出抑制等国家管理が強

化される現状からも、レアメタル等の鉱物資源の安定供給確保を図ることは、我が国にとって

喫緊の課題となっている。 

（２）施策の概要・位置付け 

当省としては、平成２１年７月に「海外資源確保の推進」、「リサイクルの推進」、「代替材料

開発」、「レアメタル備蓄」を施策の４本柱としたレアメタル等の鉱物資源の安定供給確保に取

り組む指針」を策定し、製錬プロセスや廃製品等からのレアメタル回収システムの整備やレア

メタル抽出技術の開発等に取り組むこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、当省では、産業技術開発の将来的な羅針盤として「技術戦略マップ」を策定しており、

「金属資源の３Ｒ技術開発」を今後の対応分野としても位置付けている。 

これらの背景から、現在、「鉱物資源の安定供給」と「二酸化炭素排出量削減（省エネルギ

ー化）」の２つの入口などから、様々な技術開発事業を実施している。 

〈レアメタル備蓄〉

官民協調によるレアメ
タル備蓄について、備
蓄物資の機動的な保
有・売却を実施。

○需要拡大の見込みや特定国
への偏在性や依存度、供給
障害リスク等の観点から、

政策資源の集中投入が必要
と考えられる鉱種について、
需要の動向等に応じた機動
的な積み増し、放出

【鉱物資源の安定供給確保】

鉱物資源の探鉱・開発、リサイクルの推進、代替材料等の開発、レアメタル備蓄等により、中長期
的かつ持続的に鉱物資源の安定供給の確保を図る。

〈海外資源確保の推進〉

激化する資源獲得競争の

中で、資源外交を含め資
源確保に向けた多面的・
総合的な対策を実施。

〈リサイクルの推進〉

技術開発により、国内で
収集された使用済製品
等に含有する非鉄金属
の回収率向上を促進。

〈代替材料等の開発〉

希少金属の使用量低減
技術及び希少金属の機
能を代替する新材料の
開発を実施。

○資源外交による戦略的互恵
関係の構築

○資源国が要望する産業振

興・人材育成・インフラ整備
等の協力への積極的な対応

○ＪＯＧＭＥＣ等によるリス
クマネー供給強化

○「都市鉱山」の有効活用の
ため、携帯電話・デジカメ
等使用済み小型家電回収の

社会システム構築と経済的
なレアメタル抽出技術開発

鉱物資源の安定供給確保に向けた共通基盤の整備

関係省庁・関連支援機関との
一体的取組

技術力強化資源人材育成

○ナノテク等我が国先端技
術の結集による取組強化
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２．新規研究開発事業の創設における妥当性等について 

①事業の必要性及びアウトカムについて（研究開発の定量的目標、社会的課題への解決や国

際競争力強化への対応等）  

 

（事業の必要性） 

本事業で回収対象としているアンチモン（Ｓｂ）は、臭素や塩素を原料とするハロゲン系難

燃剤の難燃性を高める素材として使用され、ゴム・プラスチック、繊維などに添加され、自動

車、半導体基板類、住宅用資材等に使用されている。 

  また、ゲルマニウム（Ｇｅ）は、ＰＥＴ樹脂用触媒や光ファイバーのコア材等といった幅広い

用途に利用されており、我が国産業競争力を下支えする製品に欠かせない素材である。  

アンチモン、ゲルマニウムは銅・鉛・亜鉛の製錬工程における副産物として生じるが、原

材料となる精鉱は中国等の限られた産出国からの輸入に依存しており、産出国における経

済事情による輸出抑制策など、資源確保にあたり不安定要因が伴っている。 

【※】アンチモン地金の輸入先：中国８６％、ベトナム１１％ 

   ゲルマニウムの輸 入 先：中国４２％、カナダ３８％ 

なお、アンチモンやゲルマニウムは、製品の性格上、リサイクルは実施することが出来な

い状況にある。 

 

【アンチモン マテリアルフロー】 

 
 

 

 

 

 

 

 

アンチモン
マテリアルフロー

輸入原料 主な中間部素材 主な最終製品

アンチモン鉱石 アンチモン地金

三酸化アンチモン

アンチモン合金
【蓄電池】
需要量:421(7%)

【減摩合金】
需要量:257(4%)

【硬鉛鋳物】
需要量:46(0.8%)

【難燃助剤】
需要量:4428(73%)

【顔料】
需要量:182(3%)

【触媒】
需要量:150(2%)

【ガラス清澄剤】
需要量:14(0.2%)

【自動車】
用途:ｴﾝｼﾞﾝｼﾘﾝﾀﾞｰﾌﾞﾛｯｸ、軸受け、ﾊﾞｯﾃﾘｰ等

【バルブ、コック、継手】
用途:青銅製のバルブ、コック、継手

【樹脂】
用途:プラスチック・合成繊維用

【難燃繊維製品】
用途:防護服、不織布、カーテン等

【化学繊維製品】
用途:衣料等

【高級ガラス】
用途:ガラスの透明度向上

輸入量： 6,740
中国： 6,146
ﾍﾞﾄﾅﾑ： 554

その他： 40 

輸入量： 6,456
中国： 6,187
ﾒｷｼｺ： 193

その他： 76

国内需要量： 6,026
単位：純分ｔ（カッコ内は国内需要量に占める割合）

輸出:436

輸出:1,470

（単位：特記以外純分ｔ）
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【ゲルマニウム マテリアルフロー】 

マテリアルフロー

 ゲルマニウム

輸入原料 主な中間部素材 主な最終製品

二酸化ゲルマニウム(Ge)

【蛍光灯】 需要量 3,600kg
用途：蛍光灯、ブラウン管

【PET触媒】 需要量 30,594kg
用途：PETボトル

【その他】 需要量 600kg
用途：半導体

【光ファイバー】 需要量18,866kg
用途：亜鉛精錬

【赤外線素子用窓】 需要量600kg
用途：家庭用部品

【その他】 需要量600kg
用途：相変換記憶媒体

四塩化Ge

Ge多・単結晶

輸入量：23,469kg
カナダ 19,053
中国 2,766
ロシア 1,650

金属Ge

輸入量：10,080kg
中国 9,060
カナダ 500
ベルギー 317
その他 203

二酸化Ge

 このため、我が国産業への鉱物資源の安定供給確保を図る観点から、未確立な銅・鉛・

亜鉛の製錬副産物からのアンチモン、ゲルマニウムの回収技術を確立し、中国等の限られ

た産出国からの輸入依存を低減していく必要がある。 

【事業内容】 

（１）アンチモン 

アンチモンは、銅製錬から出るスラグや煙灰からの回収技術が未確立であり、技術開発

を実施する。 

研究開発上の課題としては、銅製錬副産物に含まれる砒素がアンチモンと挙動が類似し

ており、この分離が課題となっている。副産物が少量であれば、既存技術をもって砒素とア

ンチモンの分離は可能であるが、将来的に事業化を目指したアンチモンの大量回収を想定

すると、従来の乾式製錬法では技術レベルや経済性等の観点からこの課題を克服できない

可能性が高いことから、湿式製錬法による分離技術の開発を行う。 

（２）ゲルマニウム 

 ゲルマニウムは、亜鉛製錬副産物からの回収にあたり、現行の製錬プロセスではゲルマ

ニウムの沈殿分離が不十分な工程があり、結果的に溶解液内にゲルマニウムが多く残存

する状態にあることから、悪影響を及ぼさずゲルマニウムを沈殿分離できる技術を開発（pH、

電位、液温等の反応条件の最適化技術）し、溶融液内での残存ゲルマニウムを増加させる

ことによって、その回収量向上を図る。 

 

（アウトカム） 

 本事業にて製錬副産物からのアンチモン、ゲルマニウムの回収技術を開発することによっ

て、アンチモンの回収率を現状（４８０ｔ／年程度）から３０％程度、ゲルマニウムの回収率を

現状（４８０㎏／年程度）から５０％程度向上させることを目指す。 

また、本事業終了後２年を目処に実用化（事業化）を図り、国内銅・鉛・亜鉛製錬所に波及

した場合、アンチモンについては、国内自給が可能となることが見込まれるとともに、ゲルマ

ニウムについては、亜鉛製錬所で国内需要の１０％程度をまかなうことが見込まれる（特に
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アンチモンについては、２０１０年ベースの国内需要量は７，４００ｔ程度、２０１１年ベースでの

輸入量は１２，０００ｔ程度であることから、成果の波及により、国内需要への対応が十分可能

であるとともに、特定の産出国からの輸入依存度の低減に資することが期待できる。）。 

 

②アウトカムに至るまでの戦略について 

  本事業に直接参画する事業者から、研究開発成果の事業化（設備の買い取り等）について、

予めコミットメントを受けた上で、事業を実施するほか、実施主体となる民間団体等による技

術移転を促進する。 

 

③次年度に予算要求する緊急性について 

 アンチモン、ゲルマニウムともに我が国では産出されておらず、双方とも中国等特定産出

国からの輸入に依存している。 

  特に、中国商務部はアンチモンについて輸出枠を設定している。ゲルマニウムについては、

我が国は輸出競争力があるものの、半数を中国国内に依存しており、今後、中国による輸

出枠等の管理が行われるリスクが否めない。 

このため、極端な中国への原料輸入依存度を早急に低減していくため、国内のレアメタル

回収技術の確立が不可欠である。 

 

④国が実施する必要性について 

我が国の経済基盤となる資源の安定供給は、国の政策として位置づけられており、製錬

技術の開発と普及は国の重要な政策である。 

このため資源が乏しい我が国において、２０１０年のエネルギー基本計画にて示された「２

０３０年にレアメタルの自給率５０％」を目指す観点からも製錬技術の開発は重要である。 

 アンチモン、ゲルマニウムは、銅・鉛・亜鉛製錬における副産物として生じることから、実用

化に向けた回収技術を確立することで、我が国の中国等の特定産出国からの輸入依存度

（供給リスク）の低減とともに、国内自給向上・供給の多様化を図ることが可能となる。 

 

⑤省内又は他省庁の事業との重複について 

 これまで文部科学省が進める元素戦略プロジェクト（平成２４年度から新元素戦略プロジェ

クト）との連携を図ってきているところであるが、同プロジェクトでは、我が国の産業競争力に

直結する①磁石材料②触媒・電池材料③構造材料④電子材料の４つの領域において、新素

材の開発を中心に研究が行われており、製錬技術の開発は対象としてないため、本事業との

重複はない。 

 

 

３．新規研究開発事業を位置付けた技術施策体系図等 

別紙参照 
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第２章 評価コメント 

 

新規研究開発事業の創設の妥当性に対するコメント 

①政策的位置付けの妥当性について 

本事業が資源政策の中で喫緊の課題であることは疑いの余地はない。昨今、社会の関心

がレアメタルに偏在しがちである中、非鉄ベースメタルの製錬を中心に、レアメタルまで包含

したテーマであることも妥当と言える。 

また、非鉄製錬の副産物からのレアメタル回収は、我が国資源状況の観点から本質的に

有意義であり、レアメタルの安定供給確保に寄与すると考えられ、政策と合致している。 

 

・  本事業が資源政策の中での一つの喫緊の課題であることは疑いの余地もない。また、昨今

社会の興味がレアメタルにやや偏りがちであるなか、非鉄ベースメタルの製錬を中心に、かつ

レアメタルまでを包含することも妥当と言える。 

・  非鉄製錬の副産物からのレアメタル回収は、レアメタルの安定供給確保に寄与すると考えら

れ、政策と合致している。 

・  国内製錬所からのレアメタル回収事業は、我が国資源状況の観点から本質的に有意義であ

り、鉱物資源の安定供給確保政策に沿ったものと評価。 

 

 

事業の目的及び実施によるアウトプット、アウトカムの妥当性に対するコメント 

②事業の目的及び実施によるアウトプット、アウトカムの妥当性について 

非鉄ベースメタルの製錬技術は、レアメタル回収においてもそのベースとなる技術であり、

技術力向上による素材産業の競争力確保は必要不可欠である。具体的には、プロセスの歩

留まり率やエネルギー効率の向上、副産物としてのレアメタル回収技術の開発などにより、

素材産業全体として採算性を向上させることで、原料（天然資源）の購入（輸入）に際しての

競争力上昇へつながり、結果的に国内産業への資源の安定供給確保にも寄与することが期

待される。 

現在、ベースメタルの製錬副産物から幾つかのレアメタルが回収されているが、一般的に

回収率が低いことから、高回収率プロセスの技術開発はアンチモン（Ｓｂ）・ゲルマニウム（Ｇ

ｅ）等の高い輸入依存に対する有効な処方箋であり、レアメタル資源の安定確保に繋がり意

義がある。 

ただ、本事業の実用化が想定される国内製錬所が限定的であり、技術開発当初から具体

的な副産物フロー、受け渡しスペック等各製錬所の状況を十分踏まえることが肝要。 

 

・  非鉄ベースメタルの製錬技術は、レアメタル回収においてもそのベースとなる技術であり、そ

の競争力確保は必要不可欠である。具体的には、プロセスの歩留まり、エネルギー効率など

の向上、また副産物としてのレアメタル回収技術の向上などは、素材産業全体の採算を向上

させることで、その原料、すなわち天然資源購入に際しての競争力上昇へつながり、結果的に
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資源の安定供給確保にも寄与することが期待される。 

・  ベースメタルの副産物として、幾つかのレアメタルが回収されているが、一般的に回収率が

低いことから、高回収率プロセスの技術開発はレアメタル資源の安定確保に繋がり意義があ

る。 

・  製錬副産物からＳｂ・Ｇｅ等の回収プロセス開発・回収率の向上は、これら鉱物の高い輸入依

存に対する有効な処方箋。本事業の実用化が想定される国内製錬所が限定的であり、技術

開発当初から具体的な副産物フロー、受け渡しスペック等各製錬所の状況を十分踏まえるこ

とが肝要。 

 

 

事業の優先性に対するコメント 

③事業の優先性について 

天然資源を有しない我が国において、製造業全体の競争力確保・強化には、素材産業に

おける競争力（素材の安定供給、高品質・低価格化等）を維持することが不可欠である。他方

で、資源産出国における経済情勢・政策等から、その原料確保に不安定さが懸念されること

から、素材産業の技術力による競争力向上が必要不可欠である。 

このため、リサイクルプロセスも含めたレアメタル回収技術の開発は、長期的な資源循環

型社会形成に対する寄与する観点からも優先されるべきである。 

また、アンチモンは供給リスクが比較的高く、供給が滞ると多方面への影響があるとされる

鉱種であり、優先性は高い。ゲルマニウムは現状供給リスクは小さいとされているが、将来

太陽電池用に需要増が見込まれている他、開発技術をコバルト回収のベース技術として利

用することを計画しており優先性は高い。 

 

・  天然資源を国内に持たない我が国において、製造業全体の競争力を確保するために素材

産業の競争力を維持することは必要不可欠である。他方で、資源産出国の政策等を見れば、

その原料確保はますます厳しくなっており、素材産業の技術力による競争力の向上は必要不

可欠であり全てにおいて優先されるべきである。また、リサイクルに関する技術については，

長期的な資源循環型社会形成に対する寄与と言う意味においても優先されるべきである。 

・  アンチモンは供給リスクが比較的高く、供給が滞ると多方面への影響があるとされる鉱種で

あり、優先性は高い。ゲルマニウムは現状供給リスクは小さいとされているが、将来太陽電池

用に需要増が見込まれている他、開発技術をコバルト回収のベース技術として利用すること

を計画しており優先性は高い。 

・  他の鉱物の回収とのバランスを考慮した上で、優先的に行うべき。 

 

 

国が実施することの必要性に対するコメント 

④国が実施することの必要性について 

元来、我が国の素材産業の技術レベルは高く、過去に我が国における天然資源の産出量

が低下した後も、その技術レベルをもって素材産業を維持してきた。素材産業の技術力は、
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下流の製造業の製品開発等にも直結する技術であり、その波及効果、影響度も高い。 

他方で、昨今の海外からの安価な原材料の流入などによる厳しい経済・事業環境の中、

本事業を民間が独自に実施することが企業体力的に厳しいこと、さらには産学連携のプロジ

ェクトであれば、製錬技術に関する人材育成にも繋がることなどを考えれば、国が実施・支援

する必要性は高いと考えられる。 

また、アンチモン回収率の 30％向上、ゲルマニウム回収率の 50％回収は比較的高い目標

であり、短期間で成果を上げるために国の助成（支援）は必要である。 

さらに、非鉄国内製錬所について、本事業によってより多様な鉱物資源を回収可能な先

進製錬所を目指し適切に誘導していくのも国の役割であり、国内製錬所の国際競争力強化

のために貢献するものである。 

 

・  元来、我が国の素材産業の技術レベルの高さは良く知られるものである。天然資源の産出

量が低下した後も、我が国はその技術レベルをもってこの産業を維持してきた。素材産業の

技術力は、下流の製造業の製品開発等にも直結する技術ものでありその波及効果も高い。他

方で、昨今かなり厳しい経済環境の中、この種の事業を民間が独自に実施することがやや厳

しいこと、さらには産学連携のプロジェクトとなれば人材育成にもつながることなどを考えれば，

国が実施する必要性は高いと考えられる。 

・  アンチモン回収率の 30％向上、ゲルマニウム回収率の 50％回収は比較的高い目標であり、

短期間で成果をあげるために国の助成は必要である。 

・  非鉄国内製錬所を世界に先駆けて、より多様な鉱物資源を回収可能な先進製錬所を目指し

ていくことを適切に誘導していくのは国の役割。国内製錬所の国際競争力強化のためにも貢

献。 

 

 

省内又は他省庁の事業との重複に対するコメント 

⑤省内又は他省庁の事業との重複について 

基礎研究でなく産業界の直近の課題に対応する意味で、本事業は素材産業を所管する

省（経済産業省）において、かつ資源の安定供給への寄与を考えれば、これを担当する部署

（資源エネルギー庁鉱物資源課）が行うことが望ましい。 

 

・  純粋な基礎研究ではなく、あくまで産業界の直近の課題に対応するという意味で、本事業は

対象となる素材産業を所管する省において、かつ資源の安定供給への寄与を考えればこれを

担当する部署が行うことが望ましい。 
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第３章 評価小委員会のコメント及びコメントに対する対処方針 

 

 

 本研究開発事業に対する評価小委員会のコメント及びコメントに対する推進課の対処方針は、

以下のとおり。 

 

【製錬副産物からのレアメタル回収技術開発】 

【超電力使用削減低品位銅電解精製プロセス技術開発】 

コメント 

①技術内容について 

・ 金属製錬自体は昔からやっているものであり、多少の研究開発で飛躍するようなものでは

ない。何が新しいアイデア、何が革新的な技術なのか明確にすべき。 

 

・ 不純物の除去と副産物の回収という内容でレアメタル、亜鉛、銅と三つのプロジェクトで予

算を立てているが、それらは連動しているようにも思われるが、どうなのか。回収率をあげ

るとか、エネルギー効率をあげるとかの課題毎に整理した場合、もっと適切な予算配分が

あリ得るのではないか。  

 

②知財管理・技術流出について 

・ これらの技術を転用すると、製錬技術・基盤がない国でも製錬が出来る等、応用ができて

しまうのではないか。知財の流出には留意すべき。 

 

③結論 

・ 製錬業界の持続的な発展に寄与する事業であり、支援のスキームとしては妥当だが、対

象となる技術開発の内容が有効なものとなるよう関係業界と議論の上、有効な技術開発に

なり、支援になるよう進められることを期待。 

 

対処方針 

①技術内容について 

＜金属製錬自体は昔からやっているものであり、多少の研究開発で飛躍するようなものでは

ない。何が新しいアイデア、何が革新的な技術なのか明確にすべき。＞ 

 

・ 製錬分野では、焙焼・溶解・電解といった個々のプロセスに係る製錬技術は確立されてい

るが、製錬は、鉱石を構成する元素や元素の集合体のパターンにより、製錬する環境条件

が異なるため、プロセス技術だけでなく、システムとしてプロセスの組み合わせそのものを

研究の対象とする必要がある。具体的には、 

a)「製錬副産物からのレアメタル回収技術」については、ベースメタルの鉱石に含まれるア

ンチモンの回収を行う技術開発であるが、アンチモンはともに含まれる砒素と性質が類
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似しているため、従来の乾式製錬法では、歩留まりが悪く、湿式製錬法を採用すること

により分離・回収が可能となりうるため、その手順や環境条件や最適化するための研究

開発を実施する。 

b)「超電力使用削減低品位銅電解精製プロセス技術開発」では、リサイクル原料からの銅

回収では銅鉱石に比べ銅品位が低く、電解製精法では不態化等の影響により電気銅回

収が難しいことから、現在、電力使用量の高い電解採取法により電気銅を回収してい

る。このため、「不態化」を起こさないようにするために、不純物を除去する手順や環境

条件を最適化する研究を実施することにより、リサイクル原料によるアノード銅品位が低

い場合でも電解精製法による電気銅回収を可能とする。 

等の新たな製錬プロセスを確立する。 

 

＜不純物の除去と副産物の回収という内容でレアメタル、亜鉛、銅と三つのプロジェクトで予

算を立てているが、それらは連動しているようにも思われるが、どうなのか。回収率をあげ

るとか、エネルギー効率をあげるとかの課題毎に整理した場合、もっと適切な予算配分が

あリ得るのではないか。＞ 

 

・ 銅・亜鉛・レアメタルといった鉱種毎に特性・性質が異なるため、個別の製錬技術・プロセ

スも鉱種毎に異なる。このため、仮に異なる鉱種に共通の回収率・エネルギー効率向上と

いった目標を掲げたとしても、実際の研究開発は、鉱種毎の研究開発とならざるを得ず、

今回の予算配分は妥当と考える。 

 

②知財管理・技術流出について 

＜これらの技術を転用すると、製錬技術・基盤がない国でも製錬が出来る等、応用ができて

しまうのではないか。知財の流出には留意すべき。＞ 

 

・ 本研究開発事業は「委託」により実施を想定しているが、国が知的財産権を取得すること

になるため、委託者との委託契約等において開発成果の移転に当たっての制約を設ける

ことや、開発成果に係る特許戦略等について検討を行う。 

 

③結論 

＜製錬業界の持続的な発展に寄与する事業であり、支援のスキームとしては妥当だが、対

象となる技術開発の内容が有効なものとなるよう関係業界と議論の上、有効な技術開発に

なり、支援になるよう進められることを期待。＞ 

 

・ レアメタルは価格の変動や需給の変動が大きいことから、レアメタル鉱山の開発は、短期

的には進みにくい場合がある。このような場合、ベースメタルの鉱石に含まれるレアメタル

を回収することにより、自給率の改善を図ることが選択肢の一つとなる。 

「アンチモン」は、難燃助剤として使用されており、樹脂類に一般的に添加され、自動車、

電気電子機器、家具類等に添加される重要な鉱物であるが、資源開発プロジェクトが非常
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に少ない状況にある。こうしたことから、銅鉱石中のアンチモンを回収することが必要であ

る。 

技術開発の内容については、これまでも関係事業者と議論を積み重ねて決定しており、

有効な技術開発となるものと考えられる。 

 

・ 製錬産業は、海外資源開発への投資を行い、引き取った鉱石を製錬する機能を持つほ

か、リサイクルによって、スクラップ原料を製錬する機能を持ち、我が国の資源の安定供給

のための４つの柱（海外資源開発・リサイクル・使用削減・備蓄）のうち、２つを担い、資源

政策上の究極目標である資源自給率の改善に直接影響を及ぼすことから、我が国の資源

政策上極めて重要なプレイヤーである。 

製錬産業は、高い電力量を要するエネルギー多消費型産業であり、将来、エネルギー

源の変更から、電力料金の上昇が予想され、電解工程等での省電力化を進める必要があ

り、この分野での研究開発を遂行する必要がある。 

技術開発の内容については、これまでも関係事業者と議論を積み重ねて決定しており、

有効な技術開発となるものと考えられる。 
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新回収技術の開発に
よる省エネルギー化

全体回収プロセスの
最適化による省エネ

ルギー化

新回収技術の開発に
よる低コスト化

使用済小型家電を中心に
特定の鉱種・部位を対象と
して有用なベースメタルも
同時に回収可能な経済性
のあるリサイクル技術を開
発する。

リサイクル優先
レアメタルの
回収技術開発

H24～H27

所要の濃縮物、素子等を
対象とした最適な破砕、
分離・選別技術による省
エネルギー・高効率化

非鉄製錬プロセス等を利
用した新たな精製技術に
よる省エネルギー・高効
率化

全体回収プロセスの再
設計による改善

全体回収プロセスの
最適化による省エネ

ルギー化

非鉄製錬プロセス等を利
用した新たな精製技術に
よる省エネルギー・高効
率化

超電力使用削
減低品位銅電
解精製ﾌﾟﾛｾｽ
技術開発

H25～H28

低品位銅アノード電解精
製プロセスを開発し、エネ
ルギー多消費型の製錬技
術の省エネルギー化を図
る。

非鉄製錬における新規レ
アメタル回収プロセスの
開発

製錬副産物か
らのレアメタル
回収技術開発

H25～H28

銅・亜鉛製錬副産物から、
未確立なﾚｱﾒﾀﾙ（ｱﾝﾁﾓﾝ・
ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ等）回収技術を
開発する。

亜鉛精鉱の省エネルギ
ー・高効率製錬プロセス
の開発

亜鉛精鉱の革
新的省電力製
錬ﾌﾟﾛｾｽ技術

開発

H25～H28

革新的な亜鉛製錬プロセ
ス技術を開発し、省エネル
ギー化を図る。

別 紙
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レアメタルの供給は、品位の高い鉱山権益を確保する手
法もありますが、副産物として生産する方法があります。
特に、供給上、特定国に偏在しているレアメタルとして

アンチモン(Ｓｂ)（自動車や電気電子機器の内装品に添加
する難燃助剤）がありますが、回収技術が未だ確立してい
ないのが現状です。

【輸入国別割合】
アンチモン地金：中国８６％、ベトナム１１％

このため、製錬副産物からのレアメタル（アンチモン）
の回収技術開発を確立することで、特に中国からの輸入依
存量を低減し、国内産業への資源の安定供給確保を図りま
す。

資源エネルギー庁 鉱物資源課
03-3501-9918

国
委託

民間企業等

ベースメタル（亜鉛、鉛・銅）製錬プロセスから発生する副産物
の滞留を極小化し、各製錬を相互に有効活用し、総合的にレア
メタル（アンチモン）の回収量を向上します。

【開発内容】
・銅製錬からのアンチモン回収技術開発

（砒素との分離、抽出技術等）

【開発目標】
・アンチモン回収率：現状(480ｔ／年程度)から30％向上
【成果が国内銅製錬所に波及した場合、国内自給が可能】

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

条件（対象者、対象行為、補助率等）

製錬副産物からのレアメタル回収技術開発
平成25年度概算要求額 ０．８億円（新規）

アンチモン

＜亜鉛製錬＞

亜鉛精鉱

焙焼

浸出・浄液

電解

電気亜鉛

副産物

レアメタル回収

＜鉛製錬＞

鉛精鉱

溶錬

精製

電解

電気鉛

副産物

レアメタル回収

＜銅製錬＞

銅精鉱

溶錬

精製

電解

電気銅

副産物

レアメタル回収

Ｇｅ、Ｉｎ Ｂｉ、Ｉｎ、Ｐｔ Ｓｅ、Ｂｉ、Sb

Ｓｂ回収

Ｓｂ(回収増加）

Ｓｂ回収プロ
セスの構築

非鉄製錬副産物循環イメージ
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